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独立行政法人国立特別支援教育総合研究所  令和２年度計画  

 

独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第三十一条の規定により、

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所の中期計画に基づき、令和２年度

の業務運営に関する計画を次のとおり定める。  

 

Ⅰ  国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  

１．特別支援教育に係る実際的・総合的研究の推進による国の政策立案・施

策推進等への寄与及び教育現場への貢献  

（１）国の政策課題等に対応した研究の推進と研究成果の普及  

①  「研究基本計画」に基づき、次の研究を戦略的かつ組織的に実施する。 

イ  基幹研究：文部科学省との緊密な連携のもとに行う、国の特別支援教

育政策の推進に寄与する研究（横断的研究、障害種別研究）  

ロ  地域実践研究：インクルーシブ教育システムの構築に向けて、地域や

学校が直面する課題の解決のために研究所が地域と協働して実施する

研究  

②  基幹研究及び地域実践研究の実施に当たっては、国との密接な連携によ

る国の政策課題に対応した研究を中心に精選、重点化して、基幹研究６課

題、地域実践研究２課題を実施する。  

イ  令和２年度は、基幹研究を次のとおり実施する。  

（基幹研究：横断的研究）  

・我が国におけるインクルーシブ教育システム構築に関する総合的研

究（平成 28 年度～令和２年度）  

・特別支援教育における教育課程に関する総合的研究（平成 28 年度

～令和２年度）  

（基幹研究：障害種別研究）  

・聴覚障害教育におけるセンター的機能の充実に関する研究－乳幼児

を対象とした地域連携－（平成 30 年度～令和２年度）  

・知的障害特別支援学級担当者サポートキットの開発－授業づくりを

中心に－（令和元年度～令和２年度）  

・小・中学校における肢体不自由のある児童生徒への指導及び支援の

ための地域資源を活用した授業改善に関する研究（令和元年度～令

和２年度）  

・社会とのつながりを意識した発達障害等への専門性のある支援に関
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する研究－発達障害等の特性及び発達段階を踏まえての通級によ

る指導の在り方に焦点を当てて－（令和元年度～令和２年度）  

ロ  令和２年度は、地域実践研究を次のとおり実施する。  

・インクルーシブ教育システム構築に向けた体制整備に関する研究

（メインテーマ）  

インクルーシブ教育システムの理解啓発の推進に関する研究（サブ

テーマ）  

・インクルーシブ教育システム構築に向けた特別支援教育に関する実

際的研究（メインテーマ）  

交流及び共同学習の充実に関する研究（サブテーマ）  

③  研究課題の精選・採択や研究計画・内容の改善を図るため、都道府県等

教育委員会や特別支援教育センター、学校長会等をはじめ、広く国民に対

して研究ニーズ調査を実施するとともに、研究計画を立案する段階におい

て、特に、期待される研究成果の明確化に留意する。  

研究成果については、特別支援教育に関する国の政策立案・施策推進等

に寄与するよう国に提供するとともに、都道府県等教育委員会・特別支援

教育センター・学校等はもとより広く一般にも公開する。また、研究成果

報告書やサマリー集のほか、教育現場で活用しやすいリーフレットやガイ

ドブック等を作成し、それらの活用方法の周知を含め、研究成果の効果的

な還元を図る。  

④  研究を戦略的かつ効果的に推進するために、研究課題に応じて外部の研

究協力者、研究協力機関を積極的に登用するとともに、横断的研究及び地

域実践研究については、障害種を超えて柔軟な研究チームを編成する。ま

た、学校長会、保護者団体、大学等の関係機関・団体と相互の課題認識・

研究方法・研究資源などを共有することにより、より効率的かつ効果的に

研究を推進する。  

⑤  終了した研究課題について、教育委員会や学校等の教育現場における研

究成果の活用状況（研修会等での活用実績や授業実践への活用実績等）の

アンケート調査を実施し、半数以上の現場で改善に活用されているかの検

証を行う。また、研究成果がより一層教育現場で活用されるよう、各都道

府県の特別支援教育センター等から得られた情報を元に研究成果のアウ

トプット方法、活用方法の改善を図る。  

 

（２）評価システムの充実による研究の質の向上  
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①  「研究基本計画」に基づき、研究課題毎に、国の政策課題や教育現場の

課題への貢献等の観点から、中間及び終了時における内部評価及び研究所

運営委員会による外部評価を実施する。中間評価では、研究内容の改善、

研究の効果的・効率的実施及び研究の質的向上を図る。終了時評価におい

て全ての研究課題について、外部評価において、高い評価（５段階評価で

４以上）を得る。  

②  研究の評価に当たっては、アウトカムを重視した評価の観点・項目の設

定、自己評価の充実など評価システムの改善を図る。また、評価結果を研

究課題の設定や研究内容の改善に生かすとともに、研究所の日々の研究活

動の質的向上につなげるなど、ＰＤＣＡサイクルを重視して評価システム

を運用する。  

 

 

２．各都道府県等における特別支援教育政策や教育実践等の推進に寄与する

指導者の養成  

（１）国の政策課題や教育現場のニーズ等に対応できる指導者の専門性の向

上  

①  「研修指針」に基づき、次の研修を実施する。  

イ  特別支援教育専門研修：各都道府県等の障害種毎の教育の中核となる

教職員を対象に、障害種別にコース・プログラムを設け、その専門性と

指導力の向上を図る研修（約２か月間の宿泊研修）  

（第一期）視覚障害・聴覚障害・肢体不自由・病弱教育コース  

募集人員： 70 名  

実施期間：令和２年５月 11 日～令和２年７月 10 日  

（第二期）発達障害・情緒障害・言語障害教育コース  

募集人員： 70 名  

実施期間：令和２年９月９日～令和２年 11 月 13 日  

（第三期）知的障害教育コース  

募集人員： 70 名  

実施期間：令和３年１月６日～令和３年３月 12 日  

募集人員計： 210 名  

ロ  インクルーシブ教育システムの充実に関わる指導者研究協議会：各都

道府県等において指導的立場に立つ指導主事や教職員を対象に、特別支

援教育政策上や教育現場等の喫緊の課題に関する専門的な知識・技能等
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の向上を図る研修（各２～３日間の宿泊研修）  

・特別支援教育におけるＩＣＴ活用に関わる指導者研究協議会  

募集人員： 70 名  

実施期間：令和２年７月 21 日～令和２年７月 22 日  

・高等学校における通級による指導に関わる指導者研究協議会  

募集人員： 100 名  

実施期間：令和２年９月２日～令和２年９月４日  

・交流及び共同学習推進指導者研究協議会  

募集人員： 70 名  

実施期間：令和２年 11 月 19 日～令和２年 11 月 20 日  

ハ  特別支援学校寄宿舎指導実践協議会：全国特別支援学校長会と連携

し、各都道府県等において指導的な立場にある寄宿舎指導員を対象と

して、寄宿舎における幼児児童生徒の生活指導等に関する実践発表、

情報交換等を行い、寄宿舎における指導の充実を図る協議会  

募集人員： 60 名  

実施期間：令和２年７月 17 日  

ニ  特別支援学校「体育・スポーツ」実践指導者協議会：全国特別支援学

校長会と連携し、特別支援学校の体育・スポーツ活動に関して指導的立

場に立つ教員等を対象として、実践交流・情報交換を通じて、体育・ス

ポーツ指導の専門性の向上及び特別支援学校を拠点とした体育・スポー

ツ活動の充実を図る協議会  

募集人員： 50 名  

実施期間：令和２年 11 月 26 日～令和２年 11 月 27 日  

②  上記のほか、家庭と教育と福祉の連携を推進する「トライアングル」プ

ロジェクトにおいて求められている指導的立場となる者に対する研修と

して、発達障害教育実践セミナーを実施する。  

発達障害教育実践セミナー：教育委員会及び教育センター等の研修担当

指導主事等を対象として、発達障害教育に関する専門的知識を深め、研究

協議等を通して、各地域における発達障害教育の実践的な指導力の向上を

図るセミナー  

募集人員： 70 名  

実施期間：令和２年 12 月３日～令和２年 12 月４日  

③  研修の実施に当たっては、独立行政法人教職員支援機構をはじめとする

関係機関との連携等研究所の研修に求められるニーズや社会情勢の変化
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等を的確に反映させる。また、インクルーシブ教育システムの構築に向け

て、国の特別支援教育政策や研究成果等の最新の知見等をカリキュラムに

取り入れるとともに、講義のほか、演習・研究協議等の演習形式を多く取

り入れ、受講者が受講した内容を実際の教育や活動の中で生かせるようプ

ログラムを工夫する。  

④  特別支援教育専門研修及びインクルーシブ教育システムの充実に関わ

る指導者研究協議会の令和元年度受講者及び任命権者である教育委員会

等に対し、令和元年度研修受講者を対象とした研修修了１年後における指

導的役割の実現状況（各地域で行う研修や研究会等の企画・立案、講師と

しての参画などの指導的役割の実現状況）についてのアンケート調査を実

施し、 80％以上の達成を確保する。  

また、特別支援教育専門研修の受講者に対して、事前に設定した研修の

自己目標の修了直後における実現状況についてアンケート調査を実施し、

80％以上の達成を確保する。  

これらのアンケート調査で、80％を下回った場合には、研修の内容・方

法等を改善するとともに、あわせて、国の特別支援教育政策の動向等を踏

まえたカリキュラム等の見直しを適宜行うなど、ＰＤＣＡサイクルを重視

した研修の運営を行う。  

⑤  『難聴児の早期支援に向けた保健・医療・福祉・教育の連携プロジェク

ト』（令和元年６月報告）において、「難聴児への早期からの切れ目ない

支援体制の構築」や「聾学校における乳幼児教育相談の充実」が課題とさ

れた。これを受け、保健・医療・福祉及び教育の連携促進や聾学校の乳幼

児教育相談担当者の専門性向上を目的とした「難聴児の切れ目ない支援体

制構築と更なる支援の推進に向けた全国研修会（仮称）」を開催する。  

 

（２）各都道府県等が実施する教員の資質向上に関わる支援  

①  「研修指針」に基づき、特別支援教育に関する基礎的及び専門的内容の

講義を収録し、インターネットにより学校教育関係者等へ配信する。  

イ  配信する講義コンテンツについては、障害のある子供が多様な学びの

場（特別支援学校、特別支援学級、通級による指導、通常の学級）で学ん

でいることを考慮し、幅広い教職員のニーズに応えるため、幼稚園から

高等学校までの教職員向けコンテンツの拡充や学習指導要領の改訂に

応じたコンテンツの制作など、教職員の専門性向上に向けて、体系的・

計画的な整備を図る。特に、小・中学校の学習指導要領解説にある「各
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教科等の学びの過程における困難さに対する指導の工夫」についての講

義配信コンテンツの作成を進めるとともに、既存の講義配信の見直しを

行い、内容の一層の充実を図る。  

ロ  幼稚園、小・中学校、高等学校、特別支援学校等に対して、幅広く広

報することにより、講義配信の受講登録数を、令和２年度末までに、

5,000 人以上を確保する。広報の方法については、各校長会、研修会等

での説明やパンフレット等の配布を行い、直接的に学校に情報が伝わる

よう充実を図る。  

ハ  教育委員会が講義配信コンテンツを活用して目的に応じた独自のプ

ログラムを作成したり、学校が校内研修に活用したりできるよう団体登

録機能を設け、団体における利便性の向上を図る。  

②  特別支援学校教諭免許状の取得率向上のため、インターネットを通して

免許法認定通信教育を実施する。また、特別支援教育専門研修において、

免許法認定講習及び免許状更新講習を実施する。  

（令和２年度前期開設科目）  

・視覚障害児の心理、生理及び病理に関する科目（１単位）  

・聴覚障害児の心理、生理及び病理に関する科目（１単位）  

（令和２年度後期開設科目）  

・視覚障害児の教育課程及び指導法に関する科目（１単位）  

・聴覚障害児の教育課程及び指導法に関する科目（１単位）  

免許法認定通信教育及び免許法認定講習による単位取得者数を令和２

年度間に、延べ 1,000 人以上を確保する。  

 

 

３．総合的な情報収集・発信や広報の充実及び関係機関等との連携強化を通

じた特別支援教育に関する幅広い関係者の理解の促進  

（１）戦略的かつ総合的な情報収集・発信の推進  

①  「広報戦略」に基づき、次のとおり、戦略的・総合的に情報収集を行う。 

イ  研究所の研究成果をはじめ、特別支援教育に関連する学術的な内容か

ら教育実践に関わる内容まで、幅広い情報を計画的に収集する。  

ロ  収集した情報については、専門的な研究内容や、教育現場に必要な実

践に関する情報、理解・啓発に関する基礎的な内容など、情報内容に応

じて、体系的・階層的に整理して、発信する対象を考慮したコンテンツ

として整備する。  
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②  「広報戦略」に基づき、全ての学校をはじめとする関係者に必要かつ有

益な情報が提供されるよう、情報提供の量的充実とその効果的・戦略的な

取組を推進する。  

イ  国や都道府県、特別支援学校はもとより、市区町村や幼稚園、小・中

学校、高等学校、保護者、関係団体等多方面に対して、インターネット

など様々な手段を活用して、研究成果などの研究所が有する情報の発

信、提供を充実する。また、特別支援学校及び特別支援学級等以外の学

校関係者に対する研究所の役割についての理解啓発にも取り組む。  

ロ  研究所のホームページについて、情報提供コンテンツを計画的・体系

的に整備することにより、様々な利用者層にとって、有用でわかりやす

いものとなるようにする。また、国際的な情報発信を強化するため、発

達障害教育に関する情報をはじめ、研究所が有するコンテンツの英語版

の作成を計画的に進める。  

ハ  研究成果については、ホームページを通じて、研究成果報告書のほか、

サマリー集やリーフレット、ガイドブック等わかりやすい形で情報提供

を行うとともに、学会発表及び誌上発表を行う。  

ニ  研究や国際会議・外国調査の報告等を内容とする特総研ジャーナル、

研究紀要、英語版のジャーナルである NISE Bulletin を令和２年度中に

それぞれ１回刊行し、ホームページに掲載する。また、研究所の研究成

果や特別支援教育に係る最新の情報等を紹介するメールマガジンを毎

月１回配信する。  

ホ  研究所のホームページの有用度（ホームページの使いやすさや情報量

の多さ、情報検索の容易さ等）に関して、各種校長会・研究会等の意向

・要望を確認し、目的の情報へのアクセスを容易にするなど改善を行う。 

 

（２）特別支援教育に関する理解啓発活動の推進  

①  教育委員会・学校・教員・国民への幅広い理解啓発活動を充実するため、

以下の取組を実施する。  

イ  特別支援教育に関する教育現場等関係機関との情報共有及び研究成

果の普及を図るため、研究所セミナーを開催し、参加者の満足度評価に

ついて 85％以上を確保する。また、研究所セミナーに関する資料をホー

ムページに掲載し、セミナーに参加できない人も活用できるよう広く情

報共有を図る。  

ロ  保護者をはじめ幅広い国民に対して、インクルーシブ教育システムの
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構築に関する理解啓発を推進するため、ホームページ上のコンテンツと

して、障害の基礎知識やＱ＆Ａ等を掲載するなど、情報発信の充実を図

る。  

ハ  研究所公開を開催し、施設等の公開・展示を通じて、特別支援教育の

理解啓発を図る。  

②  発達障害に係る教員等の資質向上に向けた人材育成に取り組むととも

に、幼稚園、小・中学校、高等学校等の教員、保護者、広く国民一般に対

して発達障害に関する理解や支援の充実を図る。具体的には、文部科学省

と厚生労働省によりまとめられた「家庭と教育と福祉の連携『トライアン

グル』プロジェクト報告」や文部科学省障害者活躍推進プラン（発達障害

等のある子供達の学びを支える～共生に向けた「学び」の質の向上プラン

～）を踏まえ、以下の取組を実施する。  

イ  発達障害に係る教育と福祉が連携・協働するための研修の実践（協力

自治体で実施）を通して、教育と福祉が連携・協働した支援人材育成の

体系的な研修モデル案を検討する。また、教育委員会及び教育センター

等の研修担当の指導主事を対象とした「発達障害教育実践セミナー」を

実施し、各地域における発達障害教育の実践的な指導力の向上を図る。 

ロ  発達障害教育推進センターウェブサイトから発信する、発達障害児・

者支援に関する国の動向、基本的知識や理解啓発を促すコンテンツ、研

修で使用できる動画配信等について、国立障害者リハビリテーション

センター発達障害情報・支援センターのウェブサイトとの情報の共有化

を図り、教員や支援者、保護者等が活用しやすいように情報提供の充実

を図る。  

③  幼稚園、小・中学校、高等学校及び特別支援学校において、特別支援教

育における支援機器等教材を広く普及させるため、以下の取組を実施す

る。  

イ  研究所のｉライブラリー（教育支援機器等展示室）や発達障害教育推

進センター展示室を計画的に整備するとともに、支援機器等に関する情

報を掲載している特別支援教育教材ポータルサイトとｉライブラリー

の紹介サイト相互の閲覧を可能とし、利便性の向上を図る。  

ロ  支援機器等教材に関する研修会・展示会を研究所セミナー及び全国特

別支援教育センター協議会において開催するとともに、教育委員会や教

育センター等の協力を得て、地域における研修会・展示会を令和２年度

中に４回開催する。研修会・展示会ではＩＣＴ機器等に触れる機会や発
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達障害に関する疑似体験の機会に加え、ＩＣＴ機器等の活用方法につい

て演習を行う。  

④  （１）（２）の総合的な情報収集・発信や特別支援教育に関する理解啓

発の取組を通じて、特別支援学校や特別支援学級等以外の学校関係者にも

研究所の役割や業務内容の周知を図り、指標達成に向け認知度を向上させ

るよう努める。  

 

（３）関係団体等との連携による学校支援及び日本人学校への相談支援  

①  校長会や教育委員会、教育センター等との関係強化を図り、関係団体が

主催する各種会議等を活用して、効率的・効果的に特別支援教育に関する

情報を普及する。また、世界自閉症啓発デー 2020 シンポジウム本部大会

へ共催団体として参画するとともに、横須賀市において教育委員会や障害

福祉課、筑波大学附属久里浜特別支援学校、横須賀市自閉症児・者親の会

等の関係機関、保護者団体等と連携し、発達障害に関する理解啓発を目的

とした事業を開催する。  

②  都道府県等教育委員会・特別支援教育センター等が実施する域内市区町

村の特別支援教育担当者への研修会等への講師の派遣や、大学教育への参

画を通して、研究成果の普及や広報活動を計画的に進める。都道府県・市

町村等への講師派遣については、延べ 435 人以上を目標とする。  

③  日本人学校に対して、特別支援教育に関する情報提供を定期的（年３回）

に実施し、保護者も含めた関係者への情報発信を行うとともに、日本人学

校の教員や保護者を対象に教育相談を実施し、支援する。また、文部科学

省と連携し、日本人学校等在外教育施設に赴任する教員（管理職等）の研

修会において、情報提供を行う。  

 

 

４．インクルーシブ教育システム推進センター設置によるインクルーシブ教

育システム構築への寄与  

（１）インクルーシブ教育システムの構築に向けて地域が直面する課題の解

決に資する研究の推進  

①  各都道府県・市町村がインクルーシブ教育システムを構築していく上で

直面する課題について、その解決を図るための実践的な研究（以下「地域

実践研究」という。）を、各研究に参画した都道府県及び市町村教育委員

会から派遣される地域実践研究員と共に、地域と協力して推進する。  
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地域実践研究は、長期派遣型（１年間）、短期派遣型（研究所への派遣

は年６日間）、併せて 12 件を実施する。地域におけるインクルーシブ教

育システム構築への貢献度（研究計画で示された地域の課題の改善実績）

90％以上を目標とする。  

②  平成 28・29 年度に実施した４課題及び平成 30・令和元年度に実施した

４課題、計８課題の地域実践研究の研究成果については、国や各都道府県、

市町村、学校等に提供するとともに、セミナーの開催、研究所のホームペー

ジへの掲載、小冊子の配布、講師派遣等を通じて、広く普及・活用を図る。 

③  インクルーシブ教育システムの構築に関する理解啓発や研究所のイン

クルーシブ教育システム推進センターの活動等を広報するため、センター

のホームページの充実やパンフレットの作成・配布等を行う。  

 

（２）権利条約の批准を踏まえた国際的動向の把握と海外の研究機関との研

究交流の推進  

①  諸外国のインクルーシブ教育システムの構築に係る最新動向を計画的

に把握し、国内との比較・検討など参考になる情報をホームページ等で広

く公表する。  

②  海外の特別支援教育の研究機関とセミナーの開催等を通した交流の促

進及び研究の充実を図るとともに、海外における特別支援教育に関する情

報について、広く教育関係者や一般国民への情報の普及を図る。また、JICA

研修プログラム等への協力を含め、海外からの視察・見学を積極的に受け

入れる。  

 

（３）インクルーシブ教育システムの構築に向けて、都道府県・市町村・学

校が直面する課題の解決に資する情報発信・相談支援の充実  

①  インクルーシブ教育システム構築支援データベースについて、計画的に

実践事例の充実を図る。事例は、障害者差別解消法の趣旨を踏まえ、合意

形成のプロセスを含むものとし、実践事例の登録件数については、令和２

年度末までに 500 件以上とする。  

  また、幼稚園・小学校・中学校・高等学校等への情報発信・周知を図り、

閲覧者の増加に努めるとともに、データベースの活用事例をホームページ

で紹介する。  

併せて、「心のバリアフリー学習推進会議」において今後の推進方策と

して示された交流及び共同学習に関する情報提供については、実践事例と
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ともに、「交流及び共同学習ガイド」など関連情報を掲載する。  

②  各都道府県・市町村・学校からのインクルーシブ教育システムの構築に

係る相談について、平成 29 年２月に設置した「相談コーナー」において

相談を受け付けるとともに、その活用について周知を図る。また、相談内

容については、国における政策立案にも資するよう、関係者のプライバ

シーに配慮しつつ、国に提供する。  

 

 

Ⅱ  業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置  

１．業務改善の取組  

運営費交付金を充当して行う業務については、事業の重点化、管理部門の

簡素化、効率的な運営体制の確保、個々の業務の予算管理の徹底、調達等合

理化の取組等により業務運営コストの縮減を図ることとし、経費縮減の余地

がないか自己評価を厳格に行ったうえで、適切に見直しを行う。  

退職手当、特殊要因経費を除き、対前年度比で管理経費３％以上、業務経

費１％以上の業務の効率化を図るとともに、予算執行にあたっては計画的な

執行に努める。  

また、契約については、「独立行政法人における調達等合理化の取組の推

進について」（平成 27 年５月 25 日総務大臣決定）に基づき、研究所の調達

等合理化計画を策定・公表し自己評価する取組を着実に実施することによ

り、調達等の合理化を推進し、業務運営の効率化を図る。  

 

２．予算執行の効率化  

独立行政法人会計基準の改訂等により、運営費交付金の会計処理として、

業務達成基準による収益化が原則とされたことを踏まえ、中期目標の業務に

応じて「研究活動」、「研修事業」、「情報普及活動」、「インクルーシブ

教育システム構築推進事業」の各業務ごとに予算と支出実績を管理する体制

を運用し、必要に応じて見直しを行う。  

 

３．間接業務等の共同実施  

共同実施を決定した業務について、順次実施したうえで費用対効果及び効

率化等の検証を行う。  

 

４．給与水準の適正化  
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給与水準については、「基本方針」を踏まえ、国家公務員の給与水準を十

分考慮し、手当を含め役職員給与の在り方について厳しく検証した上で、そ

の適正化に取り組むとともに、給与水準及びその合理性・妥当性の検証結果

や取組状況を公表する。また、総人件費については、政府の方針を踏まえ、

厳しく見直す。  

 

 

Ⅲ  財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置  

１．自己収入の確保  

積極的に競争的資金等の外部資金導入を図り間接経費を確保するととも

に、研修員宿泊棟宿泊料等の受益者負担の適正化による自己収入の確保に努

める。  

なお、必要に応じて宿泊料等を検証するなど、自己収入の拡大を図るため

に必要な措置を講じる。  

 

２．体育館及びグラウンドの外部利用の促進  

「体育館及びグラウンドの外部利用の促進に向けての対応方針」に基づ

き、ⅰ）障害者スポーツ団体の活用促進のための広報活動の充実、ⅱ）利用

可能日の拡充、ⅲ）利用可能時間の延長と施設使用料設定の見直し、ⅳ）利

用申込方法の改善、ⅴ）外部利用促進のための事業の実施等を推進する。こ

れらの取組により令和２年度は、体育館 50％以上、グラウンド 50％以上の

稼働率を確保する。  

 

３．保有財産の見直し  

保有財産については、その保有の必要性について不断の見直しを行う。  

 

４．固定的経費の節減  

会議等のペーパーレス化等、管理運営コストの節減、効率的な業務運営を

行うこと等により、固定的経費の節減を図る。  

 

 

Ⅳ  予算、収支計画及び資金計画  

１．令和２年度予算  

収入          1,107,668 千円  
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運営費交付金      1,102,796 千円  

施設整備費補助金          0 千円  

雑収入           4,872 千円  

支出          1,107,668 千円  

人件費          793,304 千円  

一般管理費        110,018 千円  

業務経費          204,346 千円  

研究活動           49,513 千円  

研修事業            71,930 千円  

情報普及活動        69,391 千円  

インクルーシブ教育システム  

構築推進事業        13,512 千円  

施設整備費              0 千円  

 

２．令和２年度収支計画  

費用の部       1,108,301 千円  

人件費         793,304 千円  

一般管理費        110,018 千円  

業務経費         204,979 千円  

収益の部        1,108,301 千円  

運営費交付金収益   1,102,796 千円  

自己収入          4,872 千円  

資産見返運営費交付金戻入  633 千円  

 

３．令和２年度資金計画  

資金支出       1,107,668 千円  

業務活動による支出  1,107,668 千円  

投資活動による支出          0 千円  

資金収入       1,107,668 千円  

業務活動による収入  1,107,668 千円  

投資活動による収入         0 千円  

 

 

Ⅴ  短期借入金の限度額  
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   限度額３億円  

短期借入金が想定される事態として、運営費交付金の受入れが遅延する場

合や予想外の退職手当などに対応する場合を想定。  

 

 

Ⅵ  剰余金の使途  

剰余金が生じた場合は、研究の高度化・高品質化のための経費に充当する。 

 

 

Ⅶ  その他業務運営に関する重要事項  

１．内部統制の充実  

内部統制については、理事長のリーダーシップに基づく自主的・戦略的な

組織運営、適切なガバナンスにより、国民に対する説明責任を果たしつつ、

法人の政策実施機能の最大化を図るため、内部統制の推進に関する委員会等

を設置し、内部統制システムの充実・強化を図る。  

研究所の中期目標、中期計画等の達成を阻害する要因（リスク）への対応

計画である「アクションプラン」に従いモニタリングを実施する。  

内部統制の推進に関する規程等を整備するとともに、内部統制の仕組みが

確実に機能を発揮した上で組織及び業務の運営がなされるよう、  

①研究所のミッションや理事長の指示が確実に全役職員に伝達されるた

め、掲示板システム等の情報システムの整備  

②研究所のマネジメント上必要なデータについて、各種会議等で情報の収

集・共有を行い理事長に伝達した上で、組織・業務運営において活用  

③内部統制を有効に機能させるため、定期的な内部監査の実施及び監査結

果の業務への反映  

を理事長のリーダーシップの下、日常的に進める。  

 

２．情報セキュリティ対策の推進  

政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準群を踏まえ、情報セ

キュリティ・ポリシーを情報技術の進歩、新たな脅威の発生等に応じて、適

時点検し、必要に応じて内容の追加修正等の見直しを行うことにより、情報

セキュリティ水準を適切に維持する。  

これに基づき、情報システムへの侵入テスト等、サイバー攻撃への耐性を

確認するための検査及び評価を年１回以上実施し、当該結果を反映させた対
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策を施すことにより、防御力の改善及び強化を図る。  

併せて、情報セキュリティインシデントへの対処方法・手順を含めた情報

セキュリティに関する教育・訓練・研修を年１回以上実施し、職員への周知

徹底及び  組織的対応能力の強化を図る。  

また、自己点検等で対策の実施状況を毎年度把握し、ＰＤＣＡサイクルに

より情報セキュリティ対策の改善を図る。  

 

３．筑波大学附属久里浜特別支援学校との連携・協力  

研究所と筑波大学附属久里浜特別支援学校が、相互の連携による教育研究

交流を通して、障害のある子供の教育に関する実際的・総合的な教育研究の

推進を図る取組を行う。  

 

４．施設・整備に関する計画  

研究活動、研修事業、情報普及活動、インクルーシブ教育システム構築推

進事業等の業務の円滑な実施に必要な施設整備を進めるとともに、管理施設

の長寿命化のための計画的な修繕・改修等を推進する。  

特に、研修を受講する教職員等の安全性の確保に資する修繕・改修等を重

点的に実施する。  

また、業務の円滑な実施のため、各室の利用状況を確認し、効率的な利用

が図れるよう必要な整備等を進める。  

 

５．人事に関する計画  

（１）方針  

研究所の研究活動、研修事業、情報普及活動、インクルーシブ教育システ

ム構築推進事業等を効率的に行うため、業務運営の効率化や業務量の変動に

応じた柔軟な組織体制の構築に努めるとともに、新規採用や人事交流により

幅広い人材の確保を図り、職員の計画的かつ適正な配置を行う。また、必要

に応じて任期付研究員・客員研究員等を採用し、研究活動等を強化する。  

さらに、職員の資質の向上や専門的な能力の向上を図るため、職員研修等

を計画的に実施するとともに、実施に際しては、基本方針を踏まえ、他法人

との共同実施による職員研修とするなど、効率化を図る。  

働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律（平成 30 年法

律第 71 号）に基づき、研究所における長時間労働の是正、多様で柔軟な働

き方の実現等を図る。  
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（２）人員に係る指標  

常勤職員数については、適宜適切に、業務等を精査し、職員数の適正化に

努める。  

客員研究員等を任命し、研究活動の活性化を図る。また、教育委員会、大

学等との人事交流により、必要な人員の確保に努める。  


